
 

日本の森林の炭素貯留能力は、本当は現在の 1.7倍 

 

 

東京大学江草智弘 特任研究員、熊谷朝臣教授、白石則彦教授の研究チームは、

これまでの推定値(p–NFI)は実際の値(m–NFI)に対して、森林炭素蓄積量につい

ては 58～64%、炭素吸収速度に至っては 41～48%に過ぎないと過小評価が生じて

いたと発表した。この理由として、まず、p–NFIでは実際の森林面積の 10%が考

慮され損なったこと、そして、p–NFI で使われた収穫表は 1970 年頃に作られた

ものであり時代遅れとなってしまったことが考えられます。 

 

毎木調査の結果を基本として作られる森林簿の利用は、森林炭素貯留量の最も

正確な推定法であると言えます。全国森林資源調査(NFI)は、日本全国の森林に

おける樹木の幹の体積(材積)を提供してくれる森林簿で、次のように 2 種類の

NFIがあります。一つは、過去のある時点で行われた毎木調査結果に基づき作ら

れた収穫表を用いて、その時々の森林の状況を予測した森林簿(p–NFI)です。も

う一つは、その時々の毎木調査の結果から直接作られた森林簿(m–NFI)です。 

 

 
図 1 森林炭素蓄積量(炭素換算)は、m–NFIで 30.16憶トンと推定され、これま

での推定値(p–NFI)の 17.5憶トンの 1.72倍となりました。 

 



 
図 2 年あたりの森林炭素吸収速度(炭素換算)は、m–NFI で 4850 万トンと推定

され、これまでの推定値(p–NFI)の 1990万トンの 2.44倍となりました。 

 

1961、1966年の m–NFI による総炭素貯留量は、約 8.5憶トン(以下、全て炭素換

算)でした。1956、1975年の p–NFIによる値が、それぞれ約 8憶トン、約 9憶ト

ンであることと、この時の p–NFI は直近の毎木調査の結果を使っているため m–

NFIと違いがないと考えられることから、以上の値は全て正しく森林炭素貯留量

の時間推移を追えていると判断できます。 

 

2012 年の p–NFI による総炭素蓄積量は 17.5 憶トンと見積もられていますが、

2011 年(2009～2013 年の中央)の m–NFI は、26.96～30.16 憶トン(値の幅は、幹

のみの材積から葉や根を含む樹木個体全体のバイオマスに拡大する手法の違い

に起因)となり、真値(m–NFI)は p–NFIの最大 1.72倍となりました。 

 

1956～1975 年の p–NFI と m–NFI の総炭素貯留量推定値の確からしさから、1966

年の m–NFIによる値 8.34憶トンを信頼して、1966～2012年の p–NFIによる森林

炭素吸収速度と 1966～2011 年の m–NFI によるものを算出、比較してみました。

結果は、p–NFI、m–NFIによる推定で、それぞれ、1990万トン毎年と 4140～4850

万トン毎年となり、真値(m–NFI)は p–NFI の最大 2.44 倍、少なく見積もった場



合でも 2倍を超えるという驚くべき事態となりました。 

 

適切な森林管理、特に適切な間伐が行われているという前提で収穫表は作られ

ています。近年問題となっている間伐遅れの条件下では、収穫表は正しく森林材

積を推定できません。また、間伐不足は森林内の比較的小さい木の本数とバイオ

マスを増やし、結果として、森林全体のバイオマスを増やすことが知られていま

す。間伐遅れの条件下で収穫表を使い、大きい木(材を得るために必要な木)から

小さい木(材を得るには不十分な木)までの森林総材積を推定すれば、それは過

小評価につながることになります。 

 

我が国の森林行政機関、すなわち、林野庁は今でも、我が国の総森林材積から森

林炭素蓄積量の値まで、p–NFIによる推定値を公式の真正値としています。しか

し、これは明らかに過小評価で、真値の 58～64%に過ぎないという大きな間違い

を犯しています。実際、我が国の森林の炭素吸収速度は驚異的なほど高いので、

森林生産管理や二酸化炭素排出削減策に関する適切な政策決定のためにも、こ

の間違いは速やかに是正されなければなりません。 
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